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●【福島市・いわき市比較】所得階層別市県民税納税義務者数とローレンツ曲線（※）

●【福島市・いわき市比較】年度別市県民税納税義務者数とジニ係数（※）の推移
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ジニ係数は、いわき市が高く格差が大きい傾向だが、2021年度は
郡山市が上回った。また福島市は２市に比べて格差は小さい。
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●一般会計・特別会計当初予算額

●一般会計当初予算額
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※一般会計

　地方公共団体の行政運営の基本的な経費を網羅して計上した会計

※骨格予算

　市長選挙の時期等の関係から、政策的経費等の計上を避け、必要最小限度の経費で編成する予算

※特別会計

　一般会計に対し、特定の歳入歳出を一般の歳入歳出と区別して別個に処理するための会計
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32,000
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4,345
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郡山市は、所得100万以下の
納税義務者数が多い

均等分布(45度)線→

福島市が最も小さい弧を描
いており、所得格差が小さい

いわき市は、所得200～500万
の納税義務者数が多い

※ローレンツ曲線：郡山・い

わき・福島各市における所得

割のかかる納税義務者を所得

階層順に並べ、各階層毎一人

当たりの課税標準額の累積比

率をグラフ化したもの。

　均等分布(45度)線からの離

れ具合により、所得の格差を

表し、格差が小さいほど45度

線に近づき、格差が大きくな

るほど下方に大きく膨らむ。

　図は、2022年度における各

市の所得階層毎の納税義務者

数と、一人当たりの課税標準

額による格差状況を表したも

のである。

　ローレンツ曲線では、郡山

市といわき市がほぼ同じ弧を

描き、福島市がやや小さい弧

を描いており、2022年におい

ては、福島市が３市の中で最

も格差が小さいといえる。

※ジニ係数：ローレンツ曲線の膨ら

み具合を数値化したもので、数値が

小さいほど所得格差が小さく、大き

いほど格差が大きいことを表す。

※左図は本市における直近５年間

の、所得割のかかる納税義務者数と

ジニ係数を表したものである。

2020年度は令和元年東日本台風被害

による雑填措置等により、ジニ係数

も過去５年間で最も低い値（格差が

小さく）となっている。

2021年度、2022年度にかけて、ジニ

係数はやや大きくなった。これは、

平均課税標準額が、1,400万超の所

得階層で増加し、それ以外の階層

（特に200万以下の階層）で減少し

たためであり、コロナ禍からの経済

回復の二極化を表しているとも考え

られる。

注意)今回の結果は、いわゆる「所

得の再分配（他の税や社会保障等に

よる再分配等）」前のものであり、

厚労省の調査では、通常再分配後の

格差は30％程度低くなる。

ジ
ニ
係
数

159,480
179,830

142,320 134,690 128,630 127,900 139,690 142,680
120,990 132,040 134,000

87,650
93,448

99,698 100,113 99,838 94,778
98,057 98,794

100,833
102,800 104,149

247,130

273,278

242,018 234,803 228,468 222,678
237,747 241,474

221,823
234,840 238,149

179,830 

142,320 134,690 128,630 127,900 139,690 142,680
120,990 132,040 134,000

160,230 178,480 

148,766 153,391
131,008 128,312 140,600

181,617

129,326 138,670 141,475

財 政８

－ 25 －－ 24 －

財
政

税

グラフ郡山「データブック」2024



資料：RESAS（地域経済分析システム）－自治体財政状況の比較－
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1,025,330 
340

●郡山市の高齢者支援及び教育・子育て支援施策に係る予算の推移

●公債費（普通会計）

[注釈]

◆高齢者支援施策

　老人福祉費、後期高齢者健康診査事業費、後期高齢者医療特別会計、介護保険特別会計の予算額の合計に

福島県後期高齢者医療広域連合が行う後期高齢者医療費決算額（郡山市被保険者分）を加算

　※2022年度及び2023年度は2021年度の後期高齢者医療費決算額を用いて推計

◆教育・子育て支援施策

　児童福祉費、教育総務費、小中学校費、保健衛生費のうち母子保健推進活動費、母子医療対策事業費の予

算額の合計

◆１人あたりの経費

　それぞれの経費を各年１月１日の年少人口（14歳以下）、老年人口（65歳以上）で除した数値

資料：財政課

資料：財政課

※普通会計

　地方財政統計上、統一的に用いられる会計区分。全体の会計から水道事業や下水道事業などの公営企

業会計やそれに準じる事業に係る会計を除いたもの。
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　財政力指数　＝
基準財政収入額

基準財政需要額

※財政調整基金
　地方公共団体における年度間の財源の不均衡を調整するため積み立てた基金のこと。

※減債基金
　公債費の償還を計画的に行うための資金を積み立てる目的で設けられた基金のこと。

※標準財政規模
　地方交付税の一般財源の標準的な規模を示す。基準財政収入額をもとに算定される。

●財政調整基金・減債基金の年度末現在高 

●地方交付税
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※地方交付税（普通交付税・特別交付税）
　地方公共団体が等しくその行うべき事務を遂行することができるよう、一定の基準により国が交付するものであり、
普通交付税と特別交付税の２種類に分かれている。
　普通交付税は地方交付税の主体をなすもので、各地方公共団体において、合理的基準によって算出したあるべき一般
財源所要額としての基準財政需要額が、同じくあるべき税収入としての基準財政収入額を超える額を基礎として交付さ
れる。
　特別交付税は、普通交付税の補完的な機能を果たすものであり、基準財政需要額又は基準財政収入額の算定に反映さ
せることができなかった特別の事業を考慮して交付されるもの。

※臨時的財政対策債
　地方公共団体の一般財源の不足に対処するために発行する地方債。通常地方債は投資的経費に充当するために発行す
るが、臨時財政対策債はそれ以外にも充当することができる特例的なものである。
　なお、発行可能額は、各地方公共団体の人口及び基準財政需要額を基本に算定される。

※財政力指数
　地方交付税の算定に用いる基準財政需要額に対する基準財政収入額の割合を示すもので、普通交付税交付団体におい
ては１に近いほど財源に余裕があるものとされている。
　また、財政力指数は、地方公共団体の行財政事情を考慮して、過去３か年の平均値を用いるのが一般的だが、単年度
の指数の方が変化を読み取りやすい。
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1,025,330 
340

●郡山市の高齢者支援及び教育・子育て支援施策に係る予算の推移

●公債費（普通会計）

[注釈]

◆高齢者支援施策

　老人福祉費、後期高齢者健康診査事業費、後期高齢者医療特別会計、介護保険特別会計の予算額の合計に

福島県後期高齢者医療広域連合が行う後期高齢者医療費決算額（郡山市被保険者分）を加算

　※2022年度及び2023年度は2021年度の後期高齢者医療費決算額を用いて推計

◆教育・子育て支援施策

　児童福祉費、教育総務費、小中学校費、保健衛生費のうち母子保健推進活動費、母子医療対策事業費の予

算額の合計

◆１人あたりの経費

　それぞれの経費を各年１月１日の年少人口（14歳以下）、老年人口（65歳以上）で除した数値

資料：財政課

資料：財政課

※普通会計

　地方財政統計上、統一的に用いられる会計区分。全体の会計から水道事業や下水道事業などの公営企

業会計やそれに準じる事業に係る会計を除いたもの。
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　財政力指数　＝
基準財政収入額

基準財政需要額

※財政調整基金
　地方公共団体における年度間の財源の不均衡を調整するため積み立てた基金のこと。

※減債基金
　公債費の償還を計画的に行うための資金を積み立てる目的で設けられた基金のこと。

※標準財政規模
　地方交付税の一般財源の標準的な規模を示す。基準財政収入額をもとに算定される。

●財政調整基金・減債基金の年度末現在高 

●地方交付税
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2013年度 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

2013年度 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

普通交付税額 特別交付税額 臨時財政対策債発行額 財政力指数（単年度）

80.1 77.8 77.6 78.0 78.2 79.5 78.5 76.0 76.8 78.180.6 

60.9 60.8 60.4 60.8 
68.1

72.3 76.0 77.1 
86.1

262 259 255 253 278 291 303 303 330

9,129 9,159 9,105 9,464 9,441 9,306 9,005 8,773 8,574 8,147

1,256 1,082 942 775 649 552 454 374 313
291

10,385 10,241 10,047 10,239 10,090 9,858 9,459 9,147 8,887
8,438
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百万円 元金 利子

581 588 605 622 637 660 661 650 665 683

349

12,648 11,624 10,799 10,314 9,146 7,485 7,464 7,411 
10,252 9,543 

3,734 6,059 7,136 
3,030 

2,860 
3,220 3,840 2,197 

4,436 4,732 

6,597 5,772 
5,167 

4,800 
4,961 

4,552 4,113 
4,038 

6,584 
2,699 0.749 0.770 

0.794 

0.797 
0.810 

0.854 0.851 0.861 

0.812 
0.830 

12,346,640 12,888,445 13,900,275 
12,420,377 11,920,465 

13,520,558 
10,930,649 

12,610,729 
15,580,827 16,176,958 

1,924,913 1,025,117 
1,025,309 

1,025,320 340 340

1,804,347 1,792,009 

18.2 18.9 
20.3 

18.5 17.7 
19.8 

15.9 
17.9 

21.3 
22.6 

※地方交付税（普通交付税・特別交付税）
　地方公共団体が等しくその行うべき事務を遂行することができるよう、一定の基準により国が交付するものであり、
普通交付税と特別交付税の２種類に分かれている。
　普通交付税は地方交付税の主体をなすもので、各地方公共団体において、合理的基準によって算出したあるべき一般
財源所要額としての基準財政需要額が、同じくあるべき税収入としての基準財政収入額を超える額を基礎として交付さ
れる。
　特別交付税は、普通交付税の補完的な機能を果たすものであり、基準財政需要額又は基準財政収入額の算定に反映さ
せることができなかった特別の事業を考慮して交付されるもの。

※臨時的財政対策債
　地方公共団体の一般財源の不足に対処するために発行する地方債。通常地方債は投資的経費に充当するために発行す
るが、臨時財政対策債はそれ以外にも充当することができる特例的なものである。
　なお、発行可能額は、各地方公共団体の人口及び基準財政需要額を基本に算定される。

※財政力指数
　地方交付税の算定に用いる基準財政需要額に対する基準財政収入額の割合を示すもので、普通交付税交付団体におい
ては１に近いほど財源に余裕があるものとされている。
　また、財政力指数は、地方公共団体の行財政事情を考慮して、過去３か年の平均値を用いるのが一般的だが、単年度
の指数の方が変化を読み取りやすい。
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65.9 66.1 

2014年度 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

●市有地の売却実績及び固定資産税等課税実績

※固定資産税の賦課期日は１月１日であり、2021.1.2～3.31に売却した場合、売却年度は2020年度、課税年度は

2022年度であるが、このグラフは売却年度の翌年度に全て課税したものとした。　

　例）2021.3.31まで売却（売却年度は2020年度）→　2021年度に課税として記載

　　　2021.4.1以降売却 （売却年度は2021年度）→　2022年度に課税として記載

●公共施設分類別保有割合（延床面積）

資料：公有資産マネジメント課

※インフラ施設（公園・上下水道等）を除く。

資料：公有資産マネジメント課

　　　郡山市公共施設白書

2023年３月作成
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●市内交通事故件数

●自動車運転免許者数

●自動車保有台数

資料：郡山市統計書、セーフコミュニティ課

　　　郡山警察署、郡山北警察署

各年12月31日現在

※貨物、乗合、乗用、特殊、小型二輪、軽自動車の合計
資料：郡山市統計書

　　　東北運輸局福島運輸支局

各年３月31日現在

資料：郡山市統計書

　　　郡山警察署

※推計人口は各年10月１日現在（統計書準拠）
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免許者数（市内） 推計人口に占める割合（市内）

学校, 39.0%

市営住宅, 20.0%

集会施設, 7.6%

スポーツ施設, 
5.5%

集客施設, 4.4%

清掃関係施設, 3.7%

庁舎等, 3.6%

福祉・医療施設, 1.4%
保育所, 1.3%

図書館, 1.0%

防災施設, 1.0%

放課後児童クラブ等, 0.6%

歴史・シンボル施設, 
0.6%

子育て施設, 0.5%

公衆便所,0.04% 

その他施設,
9.9% 

延床面積合計
約116.8万㎡
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217,671 219,349 220,961 221,891 222,102 222,161 221,901 221,921 222,099 221,709 

66.3 66.7 66.3 66.7 66.8 67.7 68.1 68.4 

263,714 268,023 271,004 273,420 274,347 275,414 270,276 271,800 272,597 273,616 
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